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清瀬市新庁舎建設基本計画（案）に対して提出された意見等の概要 

及び意見に対する市の考え方 

 

 

 平成２７年１０月１日から平成２７年１０月３１日までの間、清瀬市新庁舎

建設基本計画（案）に対する意見募集を行った結果、４人の方から１２件の意

見が提出されました。 

 そこで、これらの意見を適宜要約し、項目ごとに整理したうえで、意見に対

する市の考え方を取りまとめましたので、清瀬市パブリックコメント実施要綱

第８条及び第９条の規定により次のとおり公表します。 

 

意見等の概要 意見件数 回答 

新庁舎は清瀬駅にできるだけ

近い方が良いと思います。（利便

性や、市のシンボル的な意味合 

いからも） 

その代わり旧庁舎のある所に

は出張所を造ります。（以前住ん

でいた東久留米市は老朽化に伴

う建て替えの時に、新庁舎を駅

近に持ってきました。） 

１ 市役所の役割を大きく分ける

と、市民サービスを提供するこ

と、市民の生命と財産を守るこ

とがあります。 

 市民サービスを提供する役割

で言うと、清瀬駅周辺という立

地は、市内各地域からバス等の

公共交通機関でアクセスでき、

通勤・通学等に合わせて利用で

きるなど利便性の面で優れてい

ます。 

 一方、市民の生命・財産を守

る役割で言うと、現在の位置は、

ほぼ市域の中心地であり、清瀬

消防署に近く、また、避難所で

ある清瀬小学校、清瀬中学校と

隣接しており、防災活動・災害

復旧活動の拠点として、消防署

との連携や迅速な出動、広域的

な支援の受け入れ場としての展

開が可能です。 

 また、市域全体の活性化を考

えた場合、大規模な事業所であ

る市役所が市域の中心にあるこ
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意見等の概要 意見件数 回答 

とで、清瀬駅から清瀬市北部へ

人の流れを創出することにも寄

与します。 

 市民サービスを提供する役割

は、現在検討が進められている

マイナンバー制度やコンビニエ

ンスストアの活用など、市役所

の立地を条件としない利便性の

向上が期待できるため、市民の

生命・財産を守る役割の観点か

ら、現在地での建て替えを基本

方針としました。 

設計者の選定について、「市

民参画の機会の創出や市民意

見・要望の反映を実現しやすく

するために、プロポーザル方式

を採用する」とのことですが、

選定過程においても市民が参画

でき、透明性を保って業者選定

できるように対応して頂けます

でしょうか。 

１ 設計者の選定は、審査内容の

専門性が高いため、建築分野の

有識者を含めた選定委員会を設

置する予定です。設計者選定の

過程は、できる限りオープンな

形を検討したいと思います。 

市民アンケートの開示につい

て、先日の市民説明会では新庁

舎建設に対して不安を感じる意

見・質問が多かったですが、新

庁舎建設に関する市民アンケー

ト結果を具体的に市報等で開示

して頂けますでしょうか。また、

結果によっては、現庁舎の耐震

化等の計画自体を見直しする必

要があると考えますが、いかが

でしょうか。 

１  新庁舎建設に関して、市民の

皆さんからいただいた意見につ

いては、市民説明会、ワークシ

ョップ、新庁舎建設基本計画策

定委員会の議事録、また、その

他にいただいた意見を、新庁舎

建設に関わるよくある質問「Ｑ

＆Ａ」として、ホームページ上

で公開しています。 

現庁舎の耐震化については、

庁内に設置した市庁舎改修方針

検討委員会や、市議会に設置さ

れた公共施設耐震化検討特別委

員会での議論を踏まえ、平成２
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意見等の概要 意見件数 回答 

５年６月に「清瀬市役所庁舎耐

震化整備方針」において、費用

対効果の観点から建て替えを整

備方針として決定しました。 

現庁舎の耐震性能の不足につ

いて、新庁舎建設まで対策を取

らないとの回答がありました

が、万一の災害に備えて現庁舎

でもできる限りの対策を取る必

要があると考えますが、いかが

でしょうか。 

１  現庁舎の耐震性能不足への対

応は、費用対効果の観点から建

て替えを方針決定しており、現

庁舎の補強改修は計画していま

せん。しかしながら、いつ起こ

るか分からない自然災害に対応

するため、業務継続計画の策定、

大規模な自然災害による被災を

想定して、定期的な全庁職員参

加による防災訓練の実施や、デ

ータベースを遠隔地のデータセ

ンターで管理するなどの対応を

行っています。 

現庁舎の狭あい化・分散化に

ついて、物理的なスペースは有

限なもののため、新庁舎建設後

も将来的に狭あい化する可能性

もあると考えます。現庁舎内で

スペースをやりくりするアイデ

アと行動力が今後の市政に生か

されると考えますがいかがでし

ょうか。 

１ 現在の本庁舎は、日影規制に

おける既存不適格事項があるた

め、増築が難しい状態です。現

庁舎は、竣工後４０年に渡り、

生活様式の変化や情報化の進展

などの社会変容に合わせ、レイ

アウト変更や、会議室や倉庫等

を減らすなど、執務室内の改変

を重ねてきましたが、これ以上

の工夫が難く、本来本庁舎に備

えるべき、高齢者福祉に関わる

組織などが分散化している状況

です。 

 新庁舎においては、将来的な 

社会情勢の変化に対応できる様

に、移動自由度が高く、可変性

のあるレイアウト構成を検討し

ていきます。 
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意見等の概要 意見件数 回答 

概算事業費について、現時点

では基本計画（案）のため、こ

れから詳細を検討していくとの

ことでしたが、建物や設備の仕

様によってコストは大きく変わ

るため、１平米あたり４０万円

という建設費の算出方法は、根

拠としては不十分だと考えま

す。今後の基本設計において、

コスト算出のプロセスと結果を

随時市民に開示して頂けますで

しょうか。 

１ 基本計画（案）における新庁

舎建設に必要な概算事業費は、

過去１０年間の物価変動や消費

税率の改定を踏まえ、他自治体

の新庁舎建設事例や民間物件の

整備事例、国土交通省営繕積算

単価等を基に、建築工事、電機

設備工事、機械設備工事などの

工事種目ごとに積み上げたもの

です。 

基本・実施設計段階において

は、具体的な建築内容と合わせ

て、費用についてもお示しして

いきたいと思います。 

新国立競技場の予定費用が

倍々で膨らんでいった原因のひ

とつは、東京オリンピック景気 

で資材が右肩上がりで高騰して

いるうえに、建設技術者不足が

予想される世情を反映して、建

設業者などの作り手市場に煽ら

れた結果だと思われる。この状

況はオリンピックが終わるまで

続くと思われる。 

この時期に法的拘束力がある

見積や計画、ならびに資金の調

達をするべきではない。一方、

オリンピックが終われば建設不

況が訪れるのは目に見えてい

る。オリンピック後の不況時に

計画に動き出せば経済効果もあ

り歓迎される。 

１ 震災後の復興事業やオリンピ

ック施設の建設、都市インフラ

の整備等により、ここ数年建設

費が高騰しています。オリンピ

ック開催に向けた建設需要は開

催前に一段落するかもしれませ

んが、建設費の高騰は、燃料費

や資材費、労働者数等、その時々

の社会状況に大きく左右される

ため、今後の推移を想定するこ

とが困難です。 

 しかしながら、市庁舎の耐震

性能不足の問題は、市民の生命

と財産を預かる庁舎機能の緊急

課題であるため、「基本計画

（案）」に示されている事業費

を上限と捉え、新庁舎建設事業

を推進していきます。 

老朽化・耐震化・機能性を重

視すれば、新市庁舎建設は必要

であろうと思います。ただし注

１ 施工業者の選定方法について

は、一般競争入札方式以外に、

参加施工業者に技術提案を求め
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意見等の概要 意見件数 回答 

意すべき点が２点あります。 

① 建設事業者は入札制になる

でしょうが、くれぐれも現在、

起きているような偽装事件や工

事不備が起きる事のないような

事業者の選択方法を採り、優良

な事業者を選び、無理の無い工

程で工事されるようお願いしま

す。出来れば清瀬のことは清瀬

市内の建設業者で完了するのが

理想的ですが、すべては難しい

と思いますので極力、市内 

の建設業者が参加できるように

なれば清瀬の民力もまた上ると

思います。 

② 計画事業費を超えた場合は 

見直し、延期となることが説明

会で話されたようですが（又聞

きです）、東京オリンピックに

よる建設人手不足による人件費

高騰、資材高騰等が起きる可能

性は高く、見直しの可能性も高

いので、見直す場合は何を見直

すのか？延期とはいつまで延期

なのか？シュミレーションをし

て、公表できる範囲で代案を併

記提示したほうが全体の計画を

市民も理解し易くなると思いま

す。 

ることや、施工体制を確認する

など、総合評価方式と言われる

方式があります。 

 技術提案のテーマには、地域

経済への波及効果や地元企業の

参加方法などを求めることもあ

りますので、清瀬市に相応しい

施工入札方式を検討したいと思

います。 

 また、新庁舎建設事業は、耐

震性能が不足する市庁舎の課題

を早期に解消する計画ですの

で、事業の延期等を前提にして

いません。しかしながら、概算

事業費内で計画が実現できない

場合、市財政に過度な負担を強

いてまで、計画を進めることは

予定していません。 

 計画が概算事業費を超える場

合、一時的な建設費の高騰や労

働力不足などの明らかな理由で

あれば、延期の選択肢もありま

すが、計画に示した概算事業費

内で事業が実現できるよう、庁

舎規模、設備機能の見直しを含

め、計画を進めて行きたいと思

います。 

新市庁舎の建設・計画は一旦

動き出すと止めるのが難しくな

る。不調に終わった場合誰が責

任をとるのか。直ちに計画を凍

結すべきである。 

当面は耐震性が不足している

２ 平成２４年度に実施した耐震

診断の結果、下宿地域市民セン

ターと野塩地域市民センター

は、一般的に震度６強～７程度

の規模の大地震発生時に危険性

が低いと考えられている基準
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意見等の概要 意見件数 回答 

現市庁舎、野塩、下宿の市民セ

ンターの耐震対策を実施しては

どうか。特に、野塩、下宿の市

民センターの耐震工事は平成３

３・３４年度に計画されている

ようだが、市民の安全の確保な

らびに防災拠点の複数化の観点

から言えば遅すぎるのではない

か。前倒しで行うべきではない

か。 

（Ｉｓ値０．６）を確保してい

ることが確認されています。 

 しかしながら、地震などの自

然災害時等における避難所に指

定していることから、市が目標

とした基準（Ｉｓ値０．７５以

上）に満たないため、計画的に

整備を行うことを方針決定しま

した。 

 また、市役所の耐震性能は、

危険性が低いとされる基準を満

たしてなく、大規模な自然災害

などの有事において、市役所の

機能が停止することは、市民生

活への影響が大きいため、先に

整備することを方針決定しまし

た。 

新市庁舎の建設・計画をこの

まま続ければ平成２８年度から

調査設計関連費（約２．１億円）

の支出が始まる。計画を凍結し

て、この一部の財源を市民セン

ターなどの耐震工事（下宿市民

センター：２．３億円、野塩市

民センター：０．９億円）にあ

てるのがよいと思われる。 

財源の費目は基金、地方債、

補助金、一般財源とあるが、結

局のところ市民・国民が税金で

負担するものである。無駄遣い

をしない姿勢を貫いて欲しい。 

執務室の特別職３人の面積が

２７０㎡となっている。１人で

９０㎡（約９．５ｍ×９．５ｍ）

である。 

小学校の普通教室の必要面積

が６６㎡（約８．１ｍ×８．１

ｍ）であるから、１人で１教室

分以上、特別職３人で４教室分

となる。こんなに広いスペース

が必要なのか疑問に思う。 

これに限らず、統計データを

１ 特別職の執務室として算定し

た面積には、用途として市長室、

副市長室、教育長室、秘書事務

室、応接・ロビーを含みます。 

新庁舎の概算面積を算定する

ために採用した方法は、総務省

地方債同意基準に定める庁舎標

準面積算定基準です（同基準は

平成２３年度に廃止されていま

す）。概算規模を算定するために

採用した方式ですが、実際の採
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意見等の概要 意見件数 回答 

そのまま使うのではなく、身の

丈に合った数値に変換して計画

をして欲しい。 

用面積は今後の設計作業により

適正に計画したいと思います。 

市庁舎の地震時の地盤の揺れ

を正確に予測するためには敷地

地盤の地盤構造を知っておく必

要がある。また、清瀬市各所の

地震被害をより正確に予測する

には当該地点の地盤の構造（特

に表層の軟らかい地盤の厚さ）

をあらかじめ知っておくことが

必要である。 

清瀬市の面的な地盤構造を把

握するために、まず既存のボー

リングデータを整備することか

ら始め、不足なら新たに地盤調

査を計画・実施することが必要

である。 

１ 清瀬市は武蔵野台地の一角に

あります。ごくわずかな沖積低

地を除いて、市域全体が洪積台

地となっています。現敷地は、

現庁舎の整備前に実施された地

質調査によると、地下６ｍ程度

まではローム層、地下６ｍより

以深は、砂礫や粘土層による地

層が構成されており、地震によ

る陥没・液状化等の発生可能性

は低いと考えられますが、建設

設計を行う際に、改めて調査を

行う予定です。 

 

 


